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中国の「新時代」における党と国家
渡 辺 俊 彦
中国において「人民の利益」とは，党の側からは党による支配の別の表現であるだろ
う。党の支配が中国の政治，経済，社会を貫徹している現実は，それが失われれば「人民
の利益」もまた失われることを意味しているからである。「党・国家体制」の実際上の根
拠はここに求められている。したがって「人民の利益」はまた，財政的，税制的措置をと
おして実現される経済発展に同値されることになり，そこに社会的格差の是正措置が後回
しにされる理由がある。だが，それは「体制」から国家の離間を招くものであった。
現行の「調整政策」はその問題に深くかかわっている。2018年の全人代やその前年の第
19回党大会において，人民生活の改善の政策的対応が示されたうえに，さらに国家主席の
任期規定が撤廃されて「国家監察委員会」が新設された。そのことは，新たな状況のなか
で，「党・国家体制」に占める国家の位置が変化していることを示すものである。国家主
席の任期規定の撤廃は，「調整期」において「人民の利益」の実現の課題，すなわち
「党・国家体制」の保持にかかわってとられた措置であると考えられる。
はじめに──「党・国家体制」
2018年月の第13期全国人民代表大会第回会議は，国家主席の任期規定の撤廃を内容と
する憲法修正と「国家監察委員会」の新設等を承認した。それは「党・国家体制」にかかわ
って，一定の必然性が考えられる問題である。
中国は2010年頃からすでに経済不況による「調整期」に入っており，政府は，その対応策
の実施を急ぐとともに，経済発展の背後で深刻化してきた紀律の弛緩や，社会問題にもまた
取組むことを迫られてきた。前年2017年の第19回中国共産党大会は改革開放政策をさらに展
開し，それを「民族の大復興」につなぐとしており，続いて上記の全国人民代表大会は，党
大会の方針に基づき政府の対応策を承認した。しかし，「調整期」の現状と危機感のなかに，
国家主席の任期規定の撤廃と国家監察委員会の新設を据えてみると，この人民代表大会は，
党支配の単なる政府行政化をこえた国家体制の再編の意図を含むものとみた方が状況をより
よく把握できるように思う。今期2018年の第13期全人代までの経緯を，つまり習近平政権の
第期年間をとおしてみれば，まず政権は「調整期」のただなかに発足し，つづいて党内
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統治を監察体制の整備によって強化し，そして国家主席の任期規定の撤廃と国家監察委員会
の新設でもって，現状に対応する党・国家体制を整えたといえるからである。ならば当然，
それを必然化した状況はなにかと問われることになり，しかしそれは習近平の「独裁志向」
という観点には余る問題であり，それよりも一歩踏み込んで，そこには，改革開放政策が限
界に達し，それを突破する強権体制が必要とされる状況が出てきていることに着目すること
が必要である。
「党・国家体制」とは，党が「人民の利益」を実現するために国家を掌握した体制とされ
るが，しかし，もしこの正当性を担保する関係が逆転して，党の支配のために「人民の利
益」があるとしたら「党・国家体制」は自己の存続を目的にした体制となり，国家を繋ぎ止
める根拠を失い，国家はそこから離間していくことになる。それは体制にとって危機状況を
意味している。
すなわち，歴史的に，国家は社会全体の権力として権威化することによって，階層化した
社会と政治支配に「正当性」を与えるものとして存在してきた。そのことは特定の支配と利
益をそのまま直接的に実現してはならず，必ず全体の利益として，つまり国家のものとして
表現し直す必要があったことを示している。このためまた，「人民の利益」は党の支配にと
って不可欠であるが，同時に党は権力の本性から国家に結びつき支配者となることも歴史の
示すところである。しかし他方では，それは「体制」の緩みを伴うために正当性に疑問が生
じ，それは人民を国家に誘引し，人民の国家意識を高めることになる。この状況に党は当然
警戒心を高め，国家を体制に引き戻すために「民族と国家の栄光」をうたうことになるが，
しかしそれが一時的に「党・国家体制」の安定に寄与したとしても，人民的基礎に立たない
ならば，そこからの国家の離間と人民の国民化をとどめることはできないといえるのであ
る。
たしかに，党は人民の愛国意識の高揚につとめ，人民を「体制」にとり込み，その安定を
はかろうとするのに対して，人民は，この体制のもとでは実質的に党以外に政治選択の対象
をもたないのであり，そのために，愛国意識は国民という意識を強めることになり，それは
党とは異次元の政治的潜勢力をもつことになると考えられる。人民軍内部にそうした傾向が
およぶとは容易にいうことはできないが，人民にとってそれは党の軍ではなく明らかに中国
軍である。
しかし，この視点は政治支配の原点に戻り，党による「人民の利益」の実現が党と国家を
結びつけ，「人民の利益」が失われれば，国家の領域が拡大するというただの国家主義では
ないのかとの見方もあるかと思う。しかし，歴史の教訓からみても，国家は第三者的な存在
なのであり，しかも中国の「党・国家体制」が自らの二元化の兆しを「国家化」によって阻
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止しようとしているのであれば，それは「党・国家体制」の防衛的後退の措置等々の意味を
含むことになり，単なる国家主義とはいえないだろう。本稿はあるいは二元化の方向に向か
っているといえる中国の客観的な可能性を念頭において，民衆の生活と「党・国家体制」の
現状をとらえることを意図している。
第章では，2018全人代にいたるまで節目となった第19回党大会，全人代第回会議，習
近平の「7.26重要講話」，そして六中全会の決定や方針をとり上げる。第章では，「和平演
変」を問題意識の背景にして，「党・国家体制」に内在する党と国家関係の変化を検討する。
第章では，前章の結論にかかわる問題として，社会的格差の問題にかかわって「社会建
設」や改革開放政策における中央と地方の関係をとり上げる。最終章の第章では，国家と
しての中国という観点から，中国の石油生産の現状とハーグ仲裁裁定をとおして南シナ海問
題について検討している。
．党中央の危機意識と「調整期」の党体制
1-1 第19回党大会と政治過程
昨年の2017年10月，第19回中国共産党全国代表大会（以降多く19党大会と略す）が開かれ
た。習近平総書記は期年の任期を終え，これをもって期目に入った。つづいて，本年
2018年月初旬に第13期全国人民代表大会第回会議（以降2018全人代と略す）が開かれ，
それは19党大会の方針に基づいて新政府体制を成立させた。この年間は，習近平政権にと
って「調整期」おける政治課題を処理し，それに応じた政治体制を編制していく一年一年の
連続になった。政治課題とは，改革開放の40年の間に党に根を張った利権構造にメスを入れ
ることであった。とくに，19党大会の前年の政治過程の一つひとつは，次期指導体制とその
新方向の策定にかかわるもので，それらは予断を許さぬ緊迫した政治過程を出現させていっ
たのである。
それは，19党大会を翌年に控えて，2016年の月に12期全国人民代表会議第回会議
（2016全人代と略す）が開かれたのに続いて，月には「7.26重要講和」と呼ばれる習近平
総書記による講話が行われた。そしてそれに10月の18期中全会が続き，さらに2017年月
に全人代第回会議が開催されたのである。党中央（政治局常務委員会）はこれらの会議等
がかされた課題をこえるその都度，緊張感を高めていったことがみてとれる。そして10月の
19党大会を迎え，さらに2018全人代の開催となったのである。いずれも改革開放40年の次の
体制をかけた重要大会，会議等だが，なかでも19党大会とともに，「調整政策」の内容を決
定した2016全人代，党の新たな統治方針を示した「7.26重要講和」および18期中全会がと
くに重要である。2018全人代は，国家主席の任期規定を撤廃し，および国家監察委員会を新
設したことにおいて，国家の党化による「党・国家体制」の引き締めを目指したといえる
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が，はたして事態は思わくどおりに進んだのであろうか。
習近平総書記は，2017年10月の19党大会において，18期党中央委員会を代表して年間の
党活動を報告して，「中国の特色をもつ社会主義」（以降「中国の社会主義」と略す）は「新
時代」に入ったと述べた。それは中華民族が迎えた偉大な飛躍の時代，民族の大復興を実現
する光明を前にしている時代，あるいは「小康社会」（2000年に基本的に実現したとされる
「いくらかゆとりのある社会」）の建設を全面的に完成して，現代化した「社会主義強国」の
建設に向かって進む時代であると語った
1)
。
「報告」では，さらに「中国の社会主義」は社会主義の初級段階にあり，現在は次の百年
との接合期であるとの認識を示し，具体的には今世紀中葉までを，2020年から35年までと
2035年以降の期に分けて，前期では社会主義の現代化を基本的に達成し，後期では「富強
で民主的，文化的で，調和した美しい『社会主義強国』」を建設するとしたのである。
また，これまで社会的主要矛盾を「物質文化の需要と発展の遅れた生産力との不均衡」と
していたが，「新時代」においては「人民の日増しに増大する豊かな生活要求と不十分な発
展状況との間の矛盾」に変更しており，それは「調整期」に対応した包括性に富んだ矛盾規
定であるといえる。「人民の豊かな生活要求」には，改革開放政策を見直してさらなる経済
発展を追求する状況認識や，グローバルな対外関係の発展を通した経済成長策としての「一
帯一路」構想等と，そして「党・国家体制」が必要とする「人民の利益」に立つこと等がす
べて網羅されるからである。そのうえ，この矛盾認識は中国が社会主義初級段階にあるとす
る認識に影響することはなく，初級段階が長期に続くことには変わりはないとし，そして，
貧困問題や紀律弛緩の問題，あるいは党内闘争についてつぎのように報告した
2)
。
「貧困脱出の闘いは決定的な進展を示し，6000万人以上の貧困者が貧困を脱出安定し，
貧困の発生率は100分の10.2から100分の以下に下がった。……就業状況は持続的に改
善し，都市部の新就業者は1300万人を越え，都市農村の収入は経済成長を越えて増加し
ている。」
「紀律問題を前面に据えて，人民大衆の意思を強く反映させ党の独裁の基礎を脅かす最
大の突出問題を解決した。確固不動の方針のもとに虎を打ち，ハエをたたき，狐を狩り
だし，腐敗の意図を起こさせないという初歩的な目標を達成し，……」
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1) 习近平（2017.10.19）「决胜全面建成『小康社会』夺取新时代中国特色社会主义伟大胜利」（『人
民日報』）。
2) 同上。
しかし，このようにいわば意気軒昂な習「報告」であるが，客観的にそれを読むと，つま
り経済不況と政治的課題のただなかにある現状を，以上の「報告」の内容に突き合わせてみ
ると，その間にかなりの段差が感じとられ，それは逆説的に状況の難しさをものがたるもの
と受け止めることになる。もっとも，それからカ月余り後の2018年の13期全人代第回会
議では，この状況はさらに改善し，李克強首相は貧困脱出人口が6800万人以上，貧困発生率
は3.1％と報告している
3)
。
習近平体制は1012年の発足以来，「八項規定」（ⅰ視察の簡素化，ⅱ会議の簡素化，ⅲ書類
の簡略化〜ⅷ倹約・節約の励行）をはじめとして，「党廉潔自立条例」，「党巡視活動条例」，
「党紀律処分条例」，「中央問責条例」，そしていわば党の新たな思想的倫理綱領というべき
「新情勢下の党内政治生活に関する若干の準則」（「18期準則」または「準則」と略す）の制
定，および党内紀律「中国共産党内監督条例」の改訂（「改訂監督条例」）にいたるまで，党
内規律に関する法規体系の整備を行ってきた
4)
。
2017年の19党大会を終えた党中央は，目的とした全党の掌握をひとまず果たしたと見なせ
るだろう。その内容と状況については，さきに指摘した習近平「7.26重要講話」，および
「18期準則」と「改訂監督条例」が示しており，それらは，新たな情勢認識と党の課題と党
員の行動紀律を提起することによって，党大会の実質的内容と方向を決定するものとなっ
た。
1-2 全人代第回会議と習近平の「7.26重要講話」
2016年月，全国人民代表大会第回会議が開かれた。李克強首相による「政府活動報
告」は，新たな「重点活動」としてつぎの項目の方針を提起して承認された
5)
。
マクロ経済の積極的財政政策を展開し，適度な財政赤字の拡大のもとに，減税による
企業負担の軽減や財税改革，金融改革を進める。供給側の構造改革を進め，行政関与の
縮小，国有企業の改革を進める。必要な潜在力を国内に深く求める。農村部の新型都市
化によって農村区域の協調発展を図る。農業の現代的発展を加速する。もう周り
（新一輪）の高水準の新たな対外開放を推進し，共同の利益を実現する。環境問題に対応
する，国民生活の改善と社会建設を進める，政府自体の建設を強力に推進する。
改めていえば，党中央は2008年のリーマンショック時の状況を経済不況であると認識し，
また地方政府等では2010年頃から「中間所得国の罠」の問題が研究されており，民間資本や
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3) 李克強（2018.3.6）「政府工作報告」（『人民網─人民日報』）。
4) 「体系化された中国共産党党内法規」（『北京週報』2016年11月16日，日本語版）。
5) 李克強（2016.3）「政府工作報告」（全人代第回会議）http://www.npc.gov.cn/wxzl/gongbao/
2016-05/31/content_1993636.htm（2016年月採録）。
消費の拡大が主張されていた
6)
。さらに，2013年には，リーマンショック後の状況を全面的
危機状態と認識するにいたった
7)
。項目の方針は，経済構造の改革から，農村部の新型都
市化（「都市農村社区」の推進），もう周りの新たな対外開放，そして社会保障の改善の問
題等にいたるまでを網羅しており，それは改革開放政策が「調整期」に入っていたことを認
め，同時に新たな再展開を提起するものであった。「都市農村社区」の問題や社会保障政策
の改善は，もう周りの対外開放の足元を固める措置になるが，しかし，それらはそもそも
対外開放が引き起こした社会変動と社会的格差の是正措置であるにほかならない。しかも肝
心の財政負担について，中央と地方の分担比の決定方針が明確にされておらず，それはまさ
にこれまでの地方から中央へと集中されてきた資金の流れをいかに「新時代」の改革開放政
策のなかで是正するのか，党中央が問われている問題である。
翌2017年月の全人代第五回会議において，李克強首相は，GDPの成長率をデッドライ
ンといわれてきた％から6.5％前後に引き下げ，抑制的な財政の方向を提示した
8)
。その
なかで，2016年の財政赤字が2.88兆元（当時元16.5円で約48兆円）であり，そのうち中央
政府財政が1.55兆元，地方政府が8300億元となり，％前後の予定赤字内に収まったと報告
した。地方の赤字については，地方政府の特別債8000億元に対する借換債の発行が進んでお
り，さらに「中央と地方の増値税（消費税）収入の配分の過渡案を制定実施する」と述べて
いた。この財政赤字の数値については，年後の2018全人代第回会議の「政府報告」でも
変わらないが，赤字率は％以内2.6％前後を予定し，地方政府の債務の借り換えによって
利息負担を億2000万元減らしたことが報告された
9)
。
増値税収入の配分の変更は現行の中央75％，地方25％を変えることであり，それ自体は前
回の第回会議で不明だった「重点活動」の経費分担問題にかかわる問題でもある（さらに
後述したい）。民間資本や消費の拡大を重視せざるをえない状況を考えれば，そのこと自体
は，「調整期」に不可欠な措置であるといえるが，しかし，大規模な財政出動をおそらく必
要とする項目の方針のもとでは，予断はできないが，それが地方負担の軽減にはたしてつ
ながるのか疑問が出されるのではないだろうか。
つぎに「7.26重要講話」であるが，それは党大会の前年2016年月26日に，「習近平総書
記の重要講話を学習して，第19回大会を迎えよう」とのテーマのもと，全国各省部長級の幹
部による研究班の開会式で，習近平総書記が行った講話のことである。それは全国に習近平
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6) 張兆洋訳，遅福林等編著（2014）『民富優先』五洲伝播出版社，第章。
7) 習近平（2014.12.9）「在中央経済工作会议上的讲和」http://cpc.people.com.cn/n/2014/1212/
c64094-26193640.html（2016年月採録）。
8) 李克強「政府工作報告」（『人民日報』2017年月日）。
9) 前掲 李克強「政府工作報告」。
「重要講話」の内容を浸透させる意図をもって開かれた会議であった。
その「講話」の論点は余すことなく19党大会「報告」に盛られることになったが，党大会
の「報告」には「重要講話」にある緊迫感は感じられない。それは改革開放政策の積年の弊
を払い，反対派を排除して，いかに党内の団結を強化するのかの問題に追われている状況
と，回の中央委員会全体会議を制してまとめ上げた方針を全党で承認する党大会との違い
によるものであった。習近平総書記の「重要講話」から強調点を幾つか引用しておきた
い
10)
。
「第19回党大会は，『小康社会』の完成段階に，また『中国の特色をもつ社会主義』の
発展の鍵となる時期に開かれる極めて重要な大会であり，大会に全局性，戦略性，予測
性を備えた行動綱領を提起できるか否かは，党と国家の事業が引き続き発展の道を切り
開くことに，『中国の特色をもつ社会主義』の命運に，広大な人民大衆の根本利益に関
わっている。」
「我が国は新しい歴史的出発点に立ち，『中国の特色をもつ社会主義』は新たな発展段
階に入った。『中国の特色をもつ社会主義』が絶えず収めてきた重大な成果は，近代以
来苦難に長く耐えてきた中華民族が立ち上がり，豊かになり強くなるという歴史的飛躍
を意味し，中国の社会主義が強大な生気活力を取り戻し，絶えず発展の新境地を切り開
くことを意味し……。」
引用からうかがえるものは危機感に満ちた情勢認識であるが，党大会に新たに「全面性を
備えた行動綱領」を提起するということは，いわば一種の「革命」を起こすことであり，反
対派はどのような存在で，どのように脅威となるのかと疑問をかきたてられることになるだ
ろう。
2012年の薄熙來前重慶市委書記の逮捕は中国を揺るがす事件であった。しかし，事態はそ
れだけで収まらず，さらに司直による逮捕訴追の手は党，国家，軍の中枢部に伸びていき，
徐才厚中央軍事委員会副主席，周永康前党政法委書記，曽慶紅前国家副主席，そして2015年
の郭伯雄前中央軍委副主席らへとおよんでいった。
これら事件は胡錦濤体制の末期から習近平体制の2015年頃まで続き，しかもリーマンショ
ック後の経済不況の到来下に起こっている。このことは，発展期経済状況のもとで，党内で
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10) 习近平（2017.7）「高挙中国特色社会主义伟大旗帜為决胜全面『小康社会』実现中国梦而奋闘」
（任仲文编「学习贯彻习近平総书记“7.26”重要讲话精神 人民日报重要言论匯编」人民日報出版
社）。
個人主義や自由主義による紀律弛緩事件が多発して，それは「調整期」において，党中央を
脅かすほどの危機的状況になっていたと推測させる。六中全会で行動綱領「18期準則」を制
定し，さらに2003年施行の「監督条例（試行）」に代えて「改訂監督条例」を制定したこと
は，この状況に対応した措置であると指摘されよう
11)
。しかし危機の要因はこれら党の中枢
の逮捕訴追を生みだした改革開放政策それ自体にあったのであり，それをもって紀律が回復
したとしても，それは逆に体制の可能性を委縮させることになったといえよう。
1-3 「18期準則」・「改訂監督条例」と，「党・国家体制」の二元化の問題
「18期準則」（「新情勢下の党内政治生活に関する若干の準則」）と「改訂監督条例」（「改訂
中国共産党内監督条例」）は，指摘したように「7.26重要講話」のなかで習近平がそれを党
大会に提出できるか否かは，党と国家の命運を分けるとしたことに応じて，党中央が中全
会に提出した戦略的規範の制定であった
12)
。それらは「18期準則」自体が「文化大革命」を
総括して党史の画期となった第11期五中全会（1980年）の「党内政治生活に関する若干の準
則」に並べられたうえに，さらに党の「五位一体」（経済，政治，文化，社会，生態文明の
五つの領域の統一建設）の計画ばかりでなく，新たに加えた「四つの全面」（「小康社会」
の全面的建設，改革の全面的深化，法による全面的国家統治，全面的に厳格に党内紀
律を遵守すること）に応える戦略的体制とされたところに，その意義が示されている
13)
。
習近平は「18期準則」の制定について，第11期五中全会以来「党の建設はすでに多くの新
成果と経験を積み上げ，また多くの新たな状況の新たな問題に直面している」と述べ，「監
督条例」の改訂については，第一，それは「四つの全面」戦略を整えるのに必要である。第
二，党の全面的厳格統治に必要である。第三，党内に突出して存在する矛盾と問題を解決す
るために必要であると，その重要性を強調した
14)
。中国共産党の基本路線として，開放政策
の開始時の「四つの基本原則」，「三つの代表」（先進的社会的生産力の発展要求，中国
の先進的文化の前進方向，中国の広大な人民の根本利益），および「五位一体」が制定さ
れてきたが，そもそもこの「四つの全面」は，2015年に中央党校で習近平が行った講話で示
されたもので，「小康社会の全面的実現」，「全面的な改革の深化」，「全面的な法による治国
の推進」，および「全面的な治党の厳格化」に始まるもので，明らかに新たな状況に対応し
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11) 党中央（2016）「関于新形势下党内政治生活的若干准则」，「中国共产党党内监督条例」（『中国共
产党第18中央委员会第次全体会议文件滙编』人民出版社）。
12) 同上。
13) 前掲「関于新形势下党内政治生活的若干准则」。
14) 习近平（2017）「関于《関于新形势下党内政治生活的若干准则》和《中国共产党党内监督条例》
的説明」（『中国共产党第18中央委员会第次全体会议文件滙编』人民出版社）。
ようとするものであった
15)
。
では「18期準則」および新「改訂監督条例」の検討に入ろう。「18期準則」の内容につい
ては，19党大会の「報告」の検討のなかでとり上げているので，ここでは，つぎのような紀
律弛緩の指摘に注目しておくことにとどめたい。なぜそのように些細な引用をと疑問になる
と思えるが，それは権力と市場経済の関係において，不可避的に生み出される紀律弛緩の実
情を示しており，またそれに対する対応策の意味を問う観点にかかわるからである。
「新情勢下の党内政治生活の状況は全体的には良好だが，一定の時期以来，党内生活
に若干の突出した問題が出現してきた。主なものは若干の党員，高級幹部を含む幹部の
なかに，理想信念の動揺，党に対する不忠誠，紀律の弛緩，大衆からの遊離，独断専
行，詐欺行為，凡庸無為，個人主義，分散主義，善人主義，宗派主義，セクト主義，多
様な拝金主義，形式主義，官僚主義，享楽主義と突出した贅沢，縁故人事，猟官行為，
官の売買，買収選挙，権力濫用，汚職収賄，腐敗堕落，紀律違反が蔓延している。特に
高級幹部のなかで，ごく少数のものは政治的野心を膨らませ，権力欲に目が眩み，裏表
があり，徒党を組んで私利をはかり，仲間を組んで結託して権力と地位を盗み取る政治
的陰謀活動をしている。｣
16)
他方，新「改訂監督条例」は「18期準則」を支える新たな党内法規とされるが，上記に指
摘されるような危機の認識に立てば，「18期準則」のために「改訂監督条例」が制定された
とみるより，「改訂監督条例」の各条の規定を思想的に，理論的に支えるべく「18期準則」
が用意されたともとらえられよう。「改訂監督条例」については，まず，総書記自身による
次の説明を引用して，その全体を通観しておきたい。
「章47条からなる全体は，三部に分けられ，第一章総則はその第部であり，そこ
には条の規定が並ぶ。それらは，『改訂監督条例』の目的と根拠を明確にして，党内
監督の指導思想，基本原則，監督内容，監督対象，監督方式および自己の監督，党内監
督体系等を建設する理由等の重要問題について規定している。第二章から第五章までが
第部をなし，条例の主体部分であり，27条が並ぶ。それらは党の中央組織，党委（党
組織），党紀律検査委員会，基層組織と党員を類に区分し，監督者の監督職責および
相応の監督制度を構成する規定である。そのうち，党の中央組織の監督について一章を
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15) 『人民日報海外版』2015年月日。
16) 前掲「関于新形势下党内政治生活的若干准则」。
設けていることは，旧条例からの新たな進展であり，党中央が身をもって条例を策定し
たことを示している。─章以下略─｣
17)
引用の最後の部分は，中央組織が先頭にたって紀律の厳正化に取り組むことを強調してお
り，「18期準則」と「改訂監督条例」によって，党中央は指導体制の基礎を固め，新たな情
勢認識と政策的展望のもとに，19党大会への自信を深めることになったといえる。
本節の最後に，新たな始まりの一面とも思えるが，「改訂監督条例」の実験的施行の模様
をとり上げるが，その前に「改訂監督条例」第37条はつぎのように規定している。
「各級党委は同級人代〔人民代表大会〕，政府，監察機関，司法機関等が国家機関およ
び公務員に対して法に基づき監督を行うこと，人民政協〔人民政治協商会議〕が章程に
基づき民主監督を行うこと，監査機関が法に基づき監査監督を行うことを支持し，保障
しなければならない。国家機関が党の指導的幹部による党紀律違反を発見した場合に
は，党組織が処理することが必要であり，直ちに関係党組織に報告しなければならな
い。」
この規定を念頭において，次の『人民日報』の記事を読んでみよう。それは，「監督条例」
の改訂にかかわって，王岐山党紀律検査委書記（当時）の指導のもとで，国家の監察体制改
革の実験的活動が成果を上げたことを伝えている。記事によると，実験監査活動は，「党内
監督と国家監察が一体両面の弁証法的関係にあることを深く認識し，党の自己監督を完全に
するばかりでなく，国家機関に対する監督の要求を強めて，党内監督が全てを捕捉すると同
時に，国家監察機構を建設し，公権力を行使するすべての公務員に対する監察を余すことな
く実施して，公権力を籠の中に確実に閉じ込め，党内監督と国家監察が内在的に一体化し高
度に補完し合うことを実現した｣
18)
。
同記事はその結果，北京市の監察対象者は，改革前と比べて78.7万人増加して99.7万人に
なったと，山西省では，監察対象者は53万人増加して131.5万人になり，浙江省では31.8万
人増加して70.1万人になったと伝えている。
これら監察対象者の増加は，明らかに国家機関と党組織との監察基準が異なることによる
だろう。さきの「18準則」があげている腐敗の25事例のうち，17事例前後は一般市民社会で
は倫理的社会的批判の対象になるとしても，監察，つまり国家監察の対象にはならないとい
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17) 前掲「中国共产党党内监督条例」。
18) 「国家监察体制改革试点取得実效」（『人民日報』2017年11月日）。
えるからである。そうだとすると，党内監督と国家監察との弁証法的関係の実際において
も，非党員の公務員は党の監察対象にならないだろうから上記監察対象者の増加分に占める
党員の比率は高いということができる。さらに権力をもつ党幹部の腐敗の摘発に対しては，
人民は喝采をおくるが，国家機関による一般党員や市民の摘発は場合によっては「不当なも
の」として不評を招くのであり，上記対象者の数値の増加は党内監督による「政治判断」の
結果であるといえる。
党に対する国家の領域という問題意識にとって，この状況はどのような意味を持つのだろ
うか。「改訂監督条例」第37条は，監査活動における国家機関や政府機関の活動を支持しつ
つ，幹部級の紀律違反を摘発した場合には，党組織が処理するとしているが，高級幹部によ
る規律違反は，党の支配を実現する「党・国家体制」と，資本主義経済の国家との矛盾の現
われであり，その場合，国家監察は「党・国家体制」を，つまり党を一般人民の国家が裁く
という意味を持ちかねない危険性をはらんでおり，「改定監督条例」第37条はそのことを未
然に防ぐ措置と考えられる。
また，監査基準の併存が問題化する状況は「調整期」を迎えて党と国家，あるいは社会主
義と市場経済との矛盾が表面化してきたことを示すものであり，党員が年々増加して8900万
人をこえるにいたった状況は，やはりこの状況に対する応急措置が続いた結果だといえ
る
19)
。党員が中級，上級公務員である場合は多いと考えられるが，このことからも党にとっ
て，監査基準の併存は認めがたく，また認めなければならず，その実際が「改訂監督条例」
第37条の規定にあらわれているといえる。したがって，王岐山の指導による試験的施行が明
らかにしたことは，その問題がさらに党と国家の存立次元の相違と矛盾という深刻な問題に
つながっていることにあるといってよいだろう。
2018全人代における国家監察委員会の新設はこの問題を一歩進めて「党・国家体制」のな
かに収めようとする措置とみられ，問題の第37条が党の監督と国家監察との間の調整とし
て，党の側からこの問題を処理するものであるのに対して，それは，党の指導を前提にして
国家の側に軸足を移し，監察の強化と円滑化を進めて問題を緩和しようとするものといえる
からである
20)
。しかし，国家主席の任期規定を撤廃した新たな国家監察をもってしても，
「党・国家体制」から離間する国家をとらえることはこれまでの追随策の域を出るものでは
ないと考えられる。
すなわち，2018全人代で，王晨（12期全人代常務委員会副委員長兼秘書長）は，国家主席
2018 中国の「新時代」における党と国家(渡辺) 233
19) 「中国網日本語版（チャイナネット）」，japanese.china.org.cn/politics/txt/2017（2017年月日
採録）。
20) 『人民日報』2018年月14日。
の任期規定を撤廃することを主な内容として，憲法修正について11項におよぶ関連観点から
の提案説明を行った。しかし，提案理由の主要な論点は，「新時代」の新情勢と実践に基づ
き，「我が国の憲法に適切な修正を行う必要がある」ことに求められ，そこには踏み込んだ
説明はなかった
21)
。このことの意味について，党総書記の任期と国家主席のそれを分離し
て，「党・国家体制」の非政治化による超然化を，すなわち党の「国家化」を進めて，その
安定化をはかるものと受け取ることもできる。言いなおせば，党は一方で党・国家の一体体
制を追求し，他方で国家を総書記ながら，さらに「党を超えた」資質の人的要素で抑えるこ
とによって，「党・国家体制」の弛緩を防ぐという見方が可能になるのではないだろうか。
19党大会がうたった「新時代」とは，先にみたように中華民族が迎えた偉大な飛躍の時代
とされるが，その現実は改革開放経済の発展が遺したひずみの解決に追われるという状況に
求めざるをえない。これまでの検討から，党中央はそれを「新時代」として，党・国家体制
を守るために党内紀律を強化して，国家の掌握体制を整えようとするが，その内実として
は，「国家の栄光」をあおることになり，その結果「党・国家体制」の弛緩を招き寄せると
いうジレンマに直面している。それは，一方で党・国家一体体制を追求し，他方でそれによ
って国家の前面化を招きよせることである。
．「調整政策」のいくつかの問題
2-1 「和平演変」に対する警戒
1978年の第11期中全会が「改革開放」政策を決定してから，19党大会までの党の足取り
はつぎのようであった。1984年の第12期中全会は「経済体制の改革に関する党中央の決
定」を承認し，そのなかで計画的商品経済の理論を提起した。第13回党大会は「社会主義初
級段階」の理論を明確にし，続いて1992年の第15回党大会は，国家の経済体制改革の目的を
社会主義市場経済体制の建設に定めた。さらに，1997年の第15回党大会は，その内容につい
て公有制を主体にして多様な所有制が基本的に共同発展する経済制度とした。そして2002年
の第16回党大会は全面的な「小康社会」を建設して，「中国の特色をもつ社会主義」経済の
全面的発展を推進すると策定したのである
22)
。
改めていうことになるが，社会主義市場経済体制は，社会主義初級段階に位置づけられ，
それは公有制を主体にした多様な所有制からなる経済を内容とし，その目標は全面的な「小
康社会」の建設による「中国の社会主義」の実現に定められている。上記の経緯と解釈は，
中央大学経済研究所年報 第50号234
21) 『人民日報海外版』人民網 2018年月日。
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中国の大学で使われている政治経済学の教科書からのものであり，つまりそれは広く党の公
式の見解として認められているものである。そして，この慎重な，そして大胆な政策決定の
過程が示すものは，「党・国家体制」のもとで，国家は党独裁の客体として党によって包括
され，国家の領域は党の領域とされ，ましてやその国家理性的な存在性は危険視する必要な
どはなかったのである。すなわち，そこでは，党の独裁体制は国家をとらえこみ，独裁体制
は国家の全面に展開したのである。しかし他方では，党・国家の一体体制は「和平演変」の
問題を意欲せざるをえなかった。「和平演変」は「党・国家体制」のそれぞれの領域にかか
わって異なる影響をおよぼし，体制を動揺させてきた問題である。
鄧小平の「計画的商品経済」から始まり，現在の「中国の社会主義」にいたるまでの改革
開放政策のプロセスは，経済発展の枢要不可欠性を強調しつつ，他方では，市場経済による
社会主義の変質への危機感につきまとわれてきたことを示している。鄧小平はつぎのように
発言しているが，それは逆にそうした危機意識が続いていたことの証左でもあるだろう。
「国民総生産が一人当たり数千ドルになっても，我が国にブルジョアジーが生まれることは
ない。基本的な生産手段が国家の所有集団，つまり共有に属するからである。今世紀最後の
16年間，どれほど開放したところで終始主体となるのは共有制経済である｣
23)
と。また他方
では，鄧小平は，それを「砲煙のない第三次世界大戦」として警戒を促していた
24)
。
鄧小平がそうした危惧を打ち消そうとしても消し難かったのは，歴史的な経緯をもつこの
「和平演変」の問題が市場経済をとおして浸透してくることに手をこまねくしかなかったこ
とによるといえる。すなわち，「和平演変」とは1950年代初めにアメリカのアチソンやダレ
ス国務長官が始めた「社会主義の平和的解体」の政策であり，それは毛沢東による対抗，そ
してそれが大規模化して「文化大革命」を一因として引き起こしていった経緯をもつもので
あった。しかし，それにもかかわらず，改革開放政策のもとで，党ばかりでなく国家独自の
領域に表れてくる市場化の影響を問題として取り締まれば，それは鄧小平持論の改革開放政
策の否定につながる関係にあった
25)
。
社会主義初級段階に公有制を維持することの意味について，さきの「政治経済学」にはつ
ぎのように記されている。
「資本主義社会では，所有資本と財産の大きさが政治生活のなかで決定的な作用を引
き起こす。無産階級と広大な労働人民は生産手段を占有せず，資金的基盤を持たないの
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23) 中共中央文献編集委員会 編纂 訳（1995）「中央顧問委員会第回総会における講話」（『鄧小平
文選 1982-1992』（中共中央編訳局，外文出版社）。
24) 「社会主義を堅持し，平和的転化を防ぐ」（同『鄧小平文選 1982-1992』）。
25) 郝暁卿「文化大革命と国際環境（3）」（『福岡県立大学人間社会学部紀要』第14巻第号）。
で，政治過程や選挙運動の結果に変化を及ぼすことはない。彼らは民主政治の観衆ある
いは将棋の駒にならざるを得ず，実質的な民主的権利を享受することは極めて難しい。
しかし，生産手段の公有制が主体を占める社会では，公有制の主体的地位が一人一人の
公民の生産手段の占有上の平等の地位と公民全体の根本的利益の一致を保障する。した
がって，一人一人の公民の経済と社会的権利の平等性を保障する。それが最も広範で実
質的な民主を実現するための道を切り開いてきた。｣
26)
引用文は，公有制に依拠した民主の実現が資本主義社会の民主主義より優位だと指摘して
おり，「和平演変」の観点からそれを読めば，公有制に基づく民主があるのでそれに対する
備えは十分だということになる。ここには，改革開放政策の否定につながりかねない「和平
演変」の問題は紀律問題として対応せざるをえないという難しさが見えてくる。現状では，
「和平演変」はもはや単なる「外圧」の一環としての問題ではなく，党中央にとって中国の
社会的現状それ自体がそのまま問題となる状況にたち至っているといえる。したがって
「党・国家体制」は社会全体を監視しなければならず，社会主義の監視社会化の問題をどの
ようにして克服するのかという問題にも直面しているのである。
2-2 「社会建設」・「政府建設」
ここではこれまでの検討のもとに，第章でとり上げた全人代第回会議で提起された
項の方針のなかの，「国民生活の改善と社会建設，および政府自体の建設を強力推進」とい
う項目に注目してみよう。
2016全人代の「政府活動報告」で，李克強首相は，「社会建設」について就労問題，公平
な教育のさらなる充実，医療体制の改革，社会保険の充実，そして文化改革の推進について
報告して，つぎのように述べている。
「社会管理に力を入れ刷新する。基層における基礎的活動を十分に行い，都市農村の
地域社会の建設と基層の民主的協議を推進する。労働組合，共産主義青年団，婦人連合
会等の組織が社会管理に参加することを支持する。｣
27)
続いて「政府建設」については，すでに18期中全会は「政府と市場の関係」をとり上げ
て，「資源配置を市場の決定に委ね，政府活動を良好ならしめる」としていた。そのことに
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26) 前掲『中国特色社会主義経済学』50頁。
27) 前掲（2016.3）「李克強「政府工作報告」（全人代第回会議）。
続くものとして，同全人代「報告」の次の個所が注目される。
「各級政府は法に基づき各級人代およびその常務委員会の監督を受け入れ，積極的に
人民政協の民主的監督を受け入れ，社会と世論の監督を受け入れ，さらにガラス張りに
して権力を行使しなければならない。」
「政府建設」に関連して「改訂監督条例」第37条を再び取り上げ，党の「条例」の意図に
李克強首相が述べた「政府建設」を照らして検討してよう。重複するが，「条例」第37条は，
党の指導的幹部による党紀律違反は，党組織が処理することと規定し，また，『人民日報』
の記事は，試験的な実験監査活動において，党内監督と国家監察が一体両面の弁証法的関係
にあることを認識して，成果をあげたことを伝えていた。
また，「改革開放」政策の経緯において，国家は党と政府行政の後景に退けられ，党と人
民の直接の関係を受け入れ，党と政府を権威化する機関に過ぎなかった。しかし上記李克強
「報告」における社会建設に力を入れ，民主的協議を推進するとの指摘は，全人代の場であ
るだけに政府の立場を表わしており，続く上記「政府建設」の指摘と兼ね合わせると，党・
国家体制のなかの国家が人民とのつながりにおいて強調される状況が出てきたようにも思え
る。
重複するが，「18期準則」からの引用箇所には，「理想信念の動揺」から幹部による「政治
的陰謀活動」にいたるまで，数えて29種別にもおよぶ紀律違反事例が並び，それほどまでに
と党の深刻な危機感が印象付けられる。党にとって危険な規律違反であるが，しかし，それ
らは他面では，社会主義市場経済の成長と発展を生みだした歯車であり潤滑油でもあった。
そこで，本節の結論として何がいえるのだろうか。中国の2017年の人口は約13億9000万人
であり，中国共産党の党員数は8944万人を超える。この党員は全国各級国家機関，政府組
織，国有企業等諸事業，あるいは民営企業や社会組織，農村専業合作社等にくまなく配置さ
れた450万以上の党組織を拠点として活動している
28)
。
しかし同時に，それら全国の拠点は，党・国家体制が社会主義市場経済をとおして14億近
い人民と交渉をもつ場である。その際，国家は中華民族の国家として党の背後にいるが，理
念としては党よりさきに人民の国家として存在している。党が語る「偉大な中華民族の夢」
は「党・国家体制」のためのものだが，同時にそれは人民と国家の直接の結合による国家主
義や，あるいは自由主義，個人主義等の社会や政府内への浸透を許すものでもある。国家位
置の変化は，少なからず党体制と社会的価値観の乖離を表わしており，党にとっては紀律の
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28) 前掲「中国網日本語版（チャイナネット）」2017年月日。
引締めだけではおさまらない深刻な問題であるだろう。
そのことは，中国憲法が共産党の指導のもとに，国家の最高権力機関としての全国人民代
表大会をおくと規定していることにもおよぶ問題である。そこに党と国家への政治的価値基
準のスプリットによる二元化が進むとすれば，それは党の支配のもとに国家の最高機関を収
めることの不整合をあらわにすることにならざるをえない。国家主席の任期撤廃は，統治者
の人的資質によってこの不整合を包摂する意味をもつものとも考えられる。
．「新時代」における中央と地方
3-1 経済発展を支えた中央と地方の関係
改革開放政策のもとで，中国経済は目覚ましく発展した。現在では運輸・通信，金融等の
第次産業が工・鉱業および建築業等の第次産業を追い越して発展し，農村を主体にした
農・林・牧・漁業の第次産業は停滞した。第次産業は1995年から2014年までの20年でお
よそ10倍以上，第次産業は17倍以上も生産値を伸ばしたが，第次産業の伸びは倍に達
しなかった（表参照)
29)
。
改革開放政策が珠江デルタから沿海開放都市や開放区へと拡大されて，1994年に主要産業
領域の国有大企業100社が選別され，さらに1998年までにそのうち48社が上場されるに至
る
30)
。そしてそれら国有大企業による独占体制のもとに，その他公有制の集団所有企業，民
営の連営合作社や株式会社等が続々と登場し，競争する状況が沿海地域に出現していった。
それに対して，農村地域は改革開放政策の構造的差別のなかに置いてきぼりにされたのであ
る。中央政府と地方政府による偏った投資がこれら発展の不均衡を生み出したのだが，中央
政府財政が一定度の安定を保っているのに対して，地方財政は経済の不況の現状のもとで債
務や不良債権が膨らみ，困難な財政状況に陥っている。それについては「ルイス転換点」を
越えて，「中間所得国の罠」に陥ったとの説明もなされている
31)
。
少しさかのぼるが，内藤二郎氏によれば，中央政府と全国地方政府の財政状況はほぼ同等
規模の収入であり，支出面では中央15％，地方85％の割合が2012年までの数年間続いてき
た。また，中央政府の債務が2013年時点で約12兆4000億元であるのに対して，地方債務は17
兆9000億元であり，2012年末で債務返還比率が100％を超える地域が省級で，地区（市）
級で31，県級で195，郷鎮が3465の状況であったという
32)
。
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29) 「3−1国内生産総値」（『中国統計年鑑 2015』中国国家統計局）。
30) 伊藤宣生，張侃「中国における企業形態─その現状の紹介─」（『山形大学紀要』（社会科学）第
35巻第号）。
31) 張兆洋訳 遅福林等編著（2013）『民富優先 中国の二次転換と改革の行方』五洲伝播出版社，
78-79頁。
2016年の全人代「報告」は，2015年の中央政府の債務には触れずに，地方の既存債務兆
2000億元の借換債による処理が進んでいるとしていた
33)
。さらに，2017年の全人代の「政府
活動報告」では，2016年の財政赤字が兆8800億元で，そのうち中央政府財政の赤字が兆
5500億元，地方政府が8300億元となり，％前後の予定赤字内に収まったとしている。地方
の赤字については，地方政府の特別債8000億元に対する借換債の発行が進んでいるとして，
今期全人代第回会議で，2017年の中央と地方債務額は前年2016年と変わらず，赤字率は若
干下がり，2.6％前後を予定していると報告された
34)
。
しかし，2013年の12兆4000億元の中央政府の債務の処理について疑問が残るし，また地方
の既存債務兆2000億元と特別債8000億元の借換債による処理が進んでいるとされるが，そ
の兆2000億元は2013年時点の17兆9000億元にものぼった地方債務の処理が進んだ結果なの
だろうか。李克強首相の報告には，借換債の処理が進めば問題解決という態度がうかがわれ
るが，それは債務が償還されたのではなく，利息や債務処理期限等が緩和されただけのこと
であり，地方財政の苦境は続くということには変わりはないだろう。そして，増値税（消費
税）収入の配分の過渡案は管見の限りだが，この時点ではまだ不明である。
地方各級政府が全国に一体いくつあるのかと問えば，22の省，四つの直轄市（五つの民族
自治区と香港，マカオの特別行政区は除くとして）のもとに，地区級政府331，県級2126，
郷級万5462にのぼる
35)
。この数値を前にすれば，中央と地方の同等規模の収入に対して，
支出割合中央15：地方85が地方の財政難の直接の原因ではないとしても，そこに，地方政府
の無計画な投資と地方政府の税収を抑制してきた分税制等が加わって，地方財政の苦境を生
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32) 内藤二郎（2014）「中国の財政状況，政策および地方債務問題の現状と課題（財務省財務総合政
策研究所『フィナンシャル・レビュー』平成26年第号，通巻第119号）。
33) 李克強「政府工作報告」2016年月日，http://www.gov.cn/guowuyuan/2016-03/17/content_
5054901.htm（2016年月採録）。
34) 前掲 李克強（2018.3.6）「政府工作報告」。
35) 「中国の行政制度」http://www.cji.jp/China_chili/China_gov.htm（2017年11月採録）。
表 産業，都市・農村の状況
(出所) 『中国統計年鑑』1999年の「12−6」，および2015年「3−1」より作成。
1995年
9421.62936.420901.82004年
306038.2
66282.8
17947.2
第次産業
(億元)
271764.5
73529.8
28537.9
第次産業
(億元)
都市平均収入
(元)
農村平均収入
(元)
第次産業
(億元)
4283.01577.711993
58336.12014年 29381.09892.0
みだしたというのが実情であるだろう。1994年，それまでの税制である財政請負制（国庫へ
の一定の上納金以外は地方政府財政に回す）が廃止され，「分税制」が導入された。「国務院
決定」には，つぎのようにその理由があげられていた
36)
。
「市場による資源の配分機能が増大するにつれて，現行の財政請負制の弊害が明らか
になってきた。それは，税収調整の機能を弱化させて，統一市場の形成と産業構造の合
理化に影響を与えているうえに，国家の財政力を偏向分散し，財政収入の合理的増大を
制約してきた。特に中央財政の比重を絶えず下降させ，中央政府のマクロ的調整能力を
弱めた。……全体から見て現行財政体制はすでに社会主義市場経済の発展要求に適応し
ておらず，早急に改革しなければならない。」
そのため，「地方の利益を考慮して，地方の経済発展と増収節約を引き出すとともに，中
央財政収入の比重を一歩ずつ高めて財政力を強め，中央政府のマクロ的調整能力を強化す
る」として，税収の一部の返還措置を取りながら，「分税制」の導入が決定されたのである。
「分税制」は，中央と地方の税収項目を分けて，地方の税収は，営業税（鉄道，銀行，保
険会社が集中納付する営業は除く），地方企業所得税（銀行，外資企業，非銀行金融業の所
得税は除く），地方企業上納利潤，個人所得税，城鎮土地使用税等々とされ，増値税（消費
税），資源税，証券取引税は中央と地方が共有するとした。増値税は税収のもっとも大きい
部分を占める項目であり，その配分は中央に75％，地方には25％の分割率によるとされ，資
源税は大部分地方，海洋の石油資源税は中央，証券取引税はそれぞれ50％ずつ取得すると定
められた
37)
。
しかし，やがて「社会主義市場経済の完成と小康社会の全面的建設をめぐり｣
38)
，中央政
府への税収の集中はさらに強められ，2002年企業所得税（外資企業，中央所管企業を除く）
と個人所得税を共有税（中央50，地方50％）とし，その後2003年に中央60，地方40％に改め
られた。また，証券取引税は何度かの改定の結果，2000年には中央91％，地方％とされる
に至っている
39)
。しかも，それ以降も地方政府の行財政負担は減るどころか逆に増え，地方
行政の割を負担する状況になったとの報告もある
40)
。リーマンショック時の財政出動は
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36) 「国务院関于実行分税制财政管理体制的决定」（『中华人民共和国国务院公报』1993年）。
37) 同上。
38) 「现行税収制度」（国务院税务総局2012年11月），http://www.gov.cn/banshi/2012-11/02/cntent_
2256389.htm（2016年月採録）。
39) 吉岡孝昭（2011）「中国における分税制とマクロコントロールに関する分析：『強中央』実現を目
指す動きを中心に」（『国際公共政策研究』第15巻号）。
兆元（約60兆円）の巨額にのぼったが，そのうち中央政府は兆1800億元を支出し，あとは
地方政府が負担したのである
41)
。またこれは社会保障関連の支出の例だが，2014年の中国全
体の社会保障・就業対策に中央政府の支出が699.91億元であるのに対して，地方政府は中央
の21.8倍もの兆5300億元を支出している
42)
。これらの事情から，地方政府の財政苦境の原
因が「分税制」やその他の地方税収削減措置による税収の減少と，逆に行政負担の増大であ
ることは明らかである。
地方政府の，省級，地区〔市〕級，県級，郷級の層の構造は，行財政の合理化のために
地区と県の合併等が進められているが，省級政府もまた中央からの税収規則を下級政府に準
用していくために，省級政府の財政難は下級政府にさらに重い負担を強いることになる。開
放政策はこうした政策的，構造的原因のもとで，都市と農村，都市内部，地区（東部，中
部，西部，東北）間の地域的，社会的格差を深刻化させていった。全国都市と農村住民の平
均可処分収入は，北京，上海はそのなかで突出して高いが，ほぼ対の比率が続いてい
る
43)
。
3-2 「都市農村社区」と社会保険
劉国光は中国社会科学院にあって，改革開放政策の導入を理論的にリードしたが，彼の論
文「社会主義経済における計画と市場の関係」が反響を呼んだのは1978年の三中全会直後の
ことであった。彼は，そこで社会主義計画経済の重要な特性は国民経済の正確な計画のもと
に，生産と需要の均衡を図ることであるとして，そのためには商品生産の価値法則と市場の
調整作用が欠かせないと主張した
44)
。その立場はその後の論文においても一貫されるが，開
放政策の進展とともに，とくに国有企業が経済の計画性の保持と貧富の拡大の抑制に果たす
役割を重視するものであった。さらに彼は，私営企業者を「社会主義建設者」として「新社
会階層」に入れて，社会主義の不可欠な要因と位置付けたのである
45)
。
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40) 王雷軒（2012）「地方政府間の財政関係から見た中国の地方債務」（『金融市場』2012年月号，
農林中金総合研究所）。
41) 張忠任（2010）「金融危機下における中国の財政状況と財政政策の新展開」（島根県立大学総合政
策学会『総合政策論叢』第19号）。
42) 『中国統計年鑑2015年』中国国家統計局。
43) 同上，181頁。北京，上海住民の可処分収入は突出して高い。全国都市住民平均28843.9元に対し
て，北京48531.8元，上海48841.4元で，最低位の貴州が12371.1元である（『中国統計年鑑2015年』，
199，201頁）。
44) 刘国光（1979）「论社会主义経済中计画与市场的関係」（『刘国光改革论集』中国経済学家论丛，
中国発展社 2008年）。
45) 刘国光（2005）「进一歩重视社会公平问题」同書。
しかし，やがて社会的格差が深刻化する状況を迎え，「財富，権力および知識の占有をも
って強者の集団を形成し，貧困農民，都市出稼ぎ農民，都市失業者および一時的被解雇者等
をもって弱者集団とする社会構造が形成されつつある」と述べ，社会的不平等が引き起こす
社会的危機に警鐘を打ち鳴らすのである。彼は，0.4〜0.5に高まったジニ係数について，不
合理，不道徳，不法の収入を算入すればさらに0.1は上がると指摘している。ジニ係数は最
も高いといわれるアフリカのナミビアが0.7（2003年）で，0.5以上は社会暴動が発生する値
といわれる。劉国光もまた開放政策の推進者の一人であるが，これは社会的格差が深刻化し
た負の面を直視しての指摘であり，全人代や党大会のように活動の成果を誇る事情がないだ
けに真実に迫ったものであるだろう。次の農村土地の収用状況は経済発展が求める農業の現
代化の実状を示している。
1987年から2001年までに160万ヘクタールの農民の「共同所有」の土地が転用され（使用
権を失い），少なくとも3500万人，あるいは4000万人の農民が土地の収用を受け，その後
1997年から2009年まで土地（使用権）を失った農民は約1445万人もの数に上るという。発表
された各年度の建設転用地を合計すると約3530.40万ムーになり，それは約236万5000ヘクタ
ールになる
46)
。日本の田畑等の耕地総面積は440万4000ha（2018─農水省）であるので，中
国の転用地はその53％にものぼる。
2017年全人代の政府報告は，この状況を迎えて従来の農村政策を超えた「都市農村社区」
（以降「社区」）の創設政策の進展について記している。それによれば，「社区」の設立が進
み，すでに億人前後が農村戸籍から都市戸籍に移転し，2020年には農村から都市に移動し
た人たちの都市化〔定着〕率は60％に，都市戸籍率は45％に達するという
47)
。2018年全人代
「報告」はこれまでに8000万人以上が都市戸籍住民となり，その年の都市入籍者は1300万人
に達したとしている
48)
。
「社区」とは，そもそも1950年代から村民福祉のために存在していた「社区（コミュニテ
ィー）」が内容を改め，農業の現代化を目的とした農村住民の都市化策として生まれかわっ
たものである。それは土地や資本の合理的な配分によって工業団地の形成を進めるととも
に，農村の集団所有制のもとで農戸による請負生産農業の限界を大規模農業によってこえる
ことなどを目標にして，農村付近に小都市を作り，土地を失った農民には保障や補助金を用
意して新たに都市戸籍を与える政策である。
習総書記は19回党大会で，農業と農村の発展を優先して進め，農村の基本経営制度（使用
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46) 江利紅（2013）「中国における土地収用制度とその改善に向けた課題（1）」（『比較法雑誌』第46
巻第号）。
47) 前掲「李克強作的政府工作報告」『人民日報』2017年月日。
48) 前掲 李克強「政府工作報告」2018年月日。
権の所有に基づく生産請負制）をさらに整え，土地請負制度を安定的に保持し，長くそれを
変えず，土地請負の期限（居住用地70年）がきても，さらに30年延長すると述べている
49)
。
前出の教科書『社会主義経済学』によれば，「社区」は，新型都市化，農業の現代化およ
び新農村建設という段階的経路を辿り，したがってそれは都市農村間の労働力，資金，土地
の配分の問題と密接に関わっているとして，それぞれについてつぎのように説明してい
る
50)
。①都市農村間の労働力の移動に対応して，戸籍制度の改革を急ぎ，差別的な身分戸
籍を居住登録による新型の戸籍への転換を進める。②農業に対する財政支援と政策的投資
によって農業を発展させ，農村資金の一方的流出を抑制する。③土地の問題については，
引用しておこう。「国家は耕地の集団的〔使用権の〕所有制に基づいて，農戸の請負権の権
利範囲を広げ，権利期限を延長する。並びに農戸の請負権を基礎にして経営権を分出させ，
土地の社会的利用を促進する。所有権〔使用権〕，請負権，経営権という三権の分置と優良
な農戸の組合が耕作権の改革方向を定めるべきである。──農村土地の収用手続きを規範化
し，地方政府の収用に関する『自由裁量権』を制限する。政府の土地収用時の公益項目の範
囲を法律によって明確にし，土地収用を国家の安全，基礎的設備の建設，環境保護等の範囲
に縮小すべきである。」
王晨曦は，「社区」が国家の問題としてはじめて提起されたのは2003年の第10期全人代に
おいてであったとして，2007年に西部地域の試験的施行区域に選ばれた成都市で調査を行
い，その一端を報告している。それは中央政府の工業地区設置，農業改造等の観点に対し
て，成都市政府の田園都市戦略として工業化による都市化と耕地保護があげられ，集団所有
の村民については村民利益の確保─政府による土地収用に対する警戒であり，それぞれの立
場からのズレが表れたと指摘している
51)
。そこには，中央政府の開発主義とそれに対する村
民の利益確保，およびその中間にある成都市政府という構図が浮かんでくる。
「社区」の設立は，「調整期」の課題として改革開放政策が生み出した農民の流動化に対す
る一つの弥縫策的な対策であるといえる。その背景として，改革開放政策が都市と農村間の
格差を拡大して開放政策自体の基礎を脅かすにいたったことが指摘される。いいかえれば，
その理由として開放政策を支えてきた都市戸籍と農村戸籍の差別が逆に改革開放のブレーキ
になってきたこと，および政府の土地収容により膨大な農民が土地を失ったために，住宅問
題，就業問題が深刻化して，それが社会不安の高まりを引き起こしてきた事情があげられ
る。
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49) 前掲习近平「决胜全面建成『小康社会』 夺取新时代中国特色社会主义伟大胜利」。
50) 前掲張宇，謝地，任保平，蔣永穆等（2017）『中国特色社会主義経済学』。
51) 「中国における『都市農村総合計画』政策への考察：ケーススタディ：成都市における新型農村
コミュニティの開発」（『資本と地域』第号，2012年）。
最後に中国の社会保険制度の一端を紹介して，本節を終わりたい。社会保険制度は，政
治，経済・社会状況に服するものとされるが，それが人民生活に直結することにより，
「党・国家体制」の人民的基礎にかかわる問題である。
第19回党大会において，習近平代表は退職者の養老金（年金）の水準を高めること，各地
政府は責任をもって期日通り年金を支給しなければならないこと，および国家資金を部分的
に保険基金に充てる法制定を行うと述べた
52)
。2018全人代では，億人以上が社会養老保険
に加入していると報告されている
53)
。しかし，加入規模のほかに保険料や支給金等の内容が
明らかにされなければならない。しかしここでは，紙数の都合からそれは割愛してつぎのよ
うな報告からその一端にふれることしかできない。
少し前のことになるが，2011年の第11期全人代常務委員会は養老保険（年金保険）の不平
等が区域間，都市農村間にあり，そのカバー範囲が狭く給付水準が低く，新たな地域格差が
生み出され，それは「省は同じなのに保険は違う」状況だと指摘している
54)
。また，つぎの
指摘も養老保険の社会的意義を問い，意図せず改革開放政策の発展方式に疑問を投げかけて
いる。
すなわち，同年の第11期全人代常務委員会執法検査組は，老齢化社会の国際基準は60歳以
上の老人が総人口の10％，65歳以上の老人が％に達していることであるとして，さらに中
国の老齢化社会の特徴についてつぎのように述べていた
55)
。
「⑴ 2010年時点で，60歳以上の老人は億7800万人で，総人口の13.26％を占め，65
歳以上が億1900万人で総人口の8.87％を占めている。中国は世界で老齢人口が億を
超える唯一の国である。⑵ 2014年，老齢人口は億人，2025年には億人に達する。
2042年には老齢者は人口比30％を超える。⑶ 85歳以上の老齢者が倍増し，生活不能者
が3300万人以上に達し老齢人口の19％を占める。⑷先進国は工業化の後に老齢社会に
入っているが，中国は工業化の前に老齢社会に入ることになる。」
以上の二つの指摘は，前者が養老保険の現状の問題を，後者は老齢化社会の現状と今後に
ついて述べたものであるが，深刻であり，中国もやはり同じかという思いがわいてくる。社
会保障の問題は市場経済にとって直接的な負担になるが，持続的な成長のためには解決され
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52) 同上。
53) 前掲 李克強「政府工作報告」2018年月日。
54) 2016年全人代常务委员会 「『中国老年人権益保障法』実施状況的報告」，http://www.npc.gov.
cn/wxzl/gongbao/2011-10/25/content_1679026.htm（2016年月採録）。
55) 同上全人代常務委員会「報告」。
なければならないことはいうまでもない。それは，党の姿勢次第で党の国家と人民の国家間
のスプリットを拡げることになる問題であり，近年の党の社会保障に対する対応には積極的
な姿勢を指摘することもできるが，それには状況の後追い的性格が否めない。それは給付金
が少ないことと給付年数10年に表れている。2016年時点の定年が男性60歳，女性50歳（管理
職55歳），平均寿命が男性73.64，女性79.43歳である。さらに都市と農村，および地域間の
格差が給付金の計算式にとりこまれ，固定化されるのである。
．ハーグ仲裁裁定と中国
4-1 管轄権認定をめぐる攻防
ハーグ仲裁裁判所（以下ハーグ仲裁，または仲裁と略す）は，2016年月12日，南シナ海
におけるフィリピンと中国との紛争案件に対する裁定を発表した。裁定は中国の南シナ海に
おける「歴史的権利」と「九段線」を根拠のないものとしたばかりか，海域の南沙諸島（ス
プラトリー諸島）の島・岩礁が領土権の発生しない「低潮高地」または「岩」であるとし
て，中国の主張する権利をすべて否定した
56)
。
裁定書の論理の展開は周到であり，また法廷の要請に応えて，フィリピン側から提出され
た意見書や資料は審査の進捗を方向づける意味をもったといえる。それはフィリピン側の裁
判陣容の厚さからも当然であった。その顧問団や助言者は，アメリカやイギリスの専門家を
中心にして組まれており，たとえば，2015年の月のヒアリングの出席者の名簿をみると，
出席者はアメリカの専門家を多数含んで50名をこえ，それに「関係諸国」や日本からの50名
近いオブザーバーが加わっていた
57)
。それに対して，中国はハーグ仲裁裁判をボイコットし
て出席者をださず，法廷による意見の提出要請にも一切応じなかった。
中国は，しかし2013年のフィリピンの提訴前から，2006年の口上書を皮切りにして，2009
年，2011年の口上書，そして2014年には93節からなる詳細な “Position Paper”（「南シナ海
の管轄権に関する中国政府の立場」）を国連事務総長に提出し，また判事個人あるいはフィ
リピン政府に書簡を送り中国の見解を主張してきた
58)
。
“Position Paper” では，中国は，発見，命名，開発，利用までの歴史的領土化の要件を中
国が満たしているとして南シナ海諸島に対する領土権を主張し，フィリピンの領土・領海
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56) Para. 278, 643-647 in “The South China Sea Arbitration Award of 12 July 2016” https://pca-cpa.
org/wp-content/uploads/sites/175/2016/07/PH-CN-20160712-Award.pdf（2017年月採録）。
57) Ibid., para. 69, 70.
58) Para. 5, 58 in “Position Paper of the Government of the Peopleʼs Republic of China on the Matter
of Jurisdiction in the South China Sea initiated by the Republic of Philipines” 7 December 2014,
www.fmprc.gov.cn/mfa_eng/zxxx_662805/t1217147.shtm（2017年月採録）。
は，1898年のパリ条約でアメリカがスペインから引き継いだものであり，そこには南沙諸島
は含まれていないこと，海洋法の関連条項と，同様に中国の国内法のもとで，南沙諸島は中
国の領土として十分に領海，排他的経済権益，および大陸棚保有の資格を備えていること，
および海洋法第298条⒜の領土と主権にかかわる紛争は調停に付さないとする規定に依
拠して，裁判は無効であると主張したのである（“Position Paper”，Para. 21）。しかし，そ
こでの「段線」は引用したフィリピンの主張に対応する限りの扱いになっている。
海洋法第298条⒜は，「歴史的湾，若しくは歴史的権原に関する紛争」については，原
則除外するが，「いずれかの紛争当事者の要請により調停に付することを受け入れる」とし，
「大陸又は島の領土に対する主権その他の権利に関する未解決の紛争について検討が必要と
なる紛争については当該調停に付さない」と規定している
59)
。
ハーグ仲裁は本審判決に先だって，2015年12月に予審の結果を発表していた。それはフィ
リピンの15項目の申し立てのうち項目に管轄権を認定し，他の項目に対しては，それら
が予審的性質を有しないとして管轄権の認定の可否を本審に委ねるとするものであった
60)
。
ハーグ仲裁本審はそれを受けて，「法廷は管轄権の認定を予審的事項として，管轄権認定に
対する異議に裁定を下すことを求めているが，しかし異議が予審的性格を持たない場合に
は，本案と結合して裁定することが許される」との認識に立った（Para. 163）。
管轄権が留保された項目の申し立てのうち，つぎの⑴⑵は，この海洋法第298条⒜
の規定の解釈の質的レベルを問われるところであり，その結論次第では，海洋法自体もまた
国際法のもつ限界を示すことになる問題であった
61)
。
⑴中国の海洋権利は，フィリピンのそれと同様 UNCLOS（国連海洋法条約）の規定をこ
えて拡大することはできない。⑵中国の主権的権利による管轄権と，いわゆる “九段線”
によって囲まれた南シナ海に対する歴史的権利の主張は，UNCLOSに違反し，UNCLOS
規定下の中国の海洋権利を地理上実質的にこえており，法的根拠をもたない。
ハーグ仲裁裁判は，南シナ海の紛争は海洋法298条⒜が規定するすべての除外行為に
かかわっているとの中国の主張に対して，しかしこうした除外規定の適用がフィリピンの主
張の一定の局面に関していえることとして，管轄権の認定に向けてつぎのように論点を提起
した（Para. 162）。
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59) 『海洋法に関する国際連合条約』東京大学東洋文化研究所 田中明彦研究室，http://www.ioc.
u-tokyo.ac.jp〉documents〉texts（2017年月採録）。
60) Para. 413 in “Award on Jurisdiction and Admissibility 29 octorber 2015 ”, http://www.pcacases.
com./web/view/7（2017年月採録）。
61) Para.112 in “The South China Sea Arbitration Award of 12 July 2016 ”, https://www.pcacases.
com/web/sendAttach/1506（2017年月採録）。
⒜中国の歴史的権利の主張は，歴史的権利の性質と合法性，およびそれが「歴史的湾あ
るいは権利」の除外規定に当たるのかどうか。⒝南シナ海の海洋島嶼などの性質，および
中国とフィリピンが南シナ海の海域に重複した権益を所有しているのか。⒞中国の法執行
活動が実際に行われたのか。⒟中国の活動は軍事的性格を有していたのか。
仲裁裁定は，南シナ海の紛争が境界画定の主権行為に関わっているとの中国の主張に対し
て，⒜によって「歴史的権利」を，⒝によって島嶼の性質を審議して，それから主権行使の
問題に入るとの方針を立てたのである。ここで裁定の検討に入る前に，中国の石油開発の事
情にふれておきたい。
中国の立場は上記のように海洋法298条⒜の解釈と「歴史的権利」にかかわる主張内
に止まっているが，それが，あるとされる南シナ海の石油と天然ガスにかんする利権に絡ん
でいることは明らかである。中国の南シナ海西部・東部等の石油・天然ガス開発はこれまで
アメリカのスーパー石油メジャー，シェブロン，イギリスの BP（ブリティッシュペトロリ
ウム），オランダとイギリスのシェル（ロイヤル・ダッチ・シェル），イタリアの Eni（炭化
水素公社）等に依拠して続けられてきた。中国海洋石油総公司がベトナム沖西沙諸島沖のト
リトン島南の海域で，中国初の海洋掘削装置「海洋石油981」による掘削を行ったのは2014
年のことであった。それはアメリカの企業の協力のもとで，中国が作り上げた中国初の深海
対応の移動式海洋掘削装置である
62)
。これらの経緯からは，中国の石油・天然ガスの自力開
発への悲願というべきものが感じとれるが，また同時に，中国は海洋法条約が経済のグロー
バル化をとおして，開発技術と資金をもった石油メジャーとも結びついていること身をもっ
て知っていたということになる。広く報道されたように，中国が海洋法条約の締約国であり
ながら，海洋法298条⒜を固執してハーグ調停を拒否したのは，この状況にもかかわり
があると考えられる。
4-2 「歴史的権利」の問題
裁定書は，フィリピンの指摘に基づいて，中国の「歴史的権利」は，1992年の中国領海・
接続水域法にも，1996年の国連海洋法条約に加盟した際の排他的経済水域宣言にも，さらに
1998年の大陸棚法にも記されておらず，2009年以降に，中国は「歴史的権利」を主張するよ
うになったと指摘している（Para. 195）
63)
。中国側もあるいは公式の見解ではないともいえ
るが，それを認め，そのことは「200海里をこえた大陸棚の限界」について国連大陸棚限界
2018 中国の「新時代」における党と国家(渡辺) 247
62) 竹原美佳（2014）「中国の石油・天然ガス探鉱開発における注目地域」（『石油・天然ガスレビュ
ー』Vol. 48, No. 5）。
63) Op. cit., para. 195 ibid.
委員会への情報提出期限が2009年5月であったこととある程度関係し，米国のアジア太平洋
戦略の調整も大きな刺激要素になったとしている
64)
。「歴史的権利」は2006年の口上書で主
張されているが
65)
，中国のこの説明から，南シナ海における「領土・領海」および大陸棚を
こえて，中国の海洋権益を確保することが明確に意図されたのは，2009年以降であったと受
け止められる。
仲裁裁定は，さらにやはりフィリピンの指摘に基づき，2009年の月以来，中国の声明
は，主権と主権的権利および管轄権との間に，さらに南シナ海諸島と接続水域および関連水
域との間に一貫した区別を設けているとして（Para. 189），それについてつぎのような認識
を示した。中国の主権的権利および管轄権の性質は，⒜他の国の漁業を妨害する，⒝フィ
リピンの石油開発を妨害する，⒞〔しかし，〕「九段線」内の主権については，航行・飛行の
自由が尊重されると，中国が繰り返してきたことから明らかにその全域におよぶのではない
（Para. 190）。
その限り，「九段線」とその主権は海洋法による主権と異なり，漁業と石油資源に限って
限定的に主張されていることになる。また，中国が“Position Paper”において，パリ条約の
領土に加えて，1946年のフィリピンの独立時のフィリピンの領土・領海図を示さないのは，
そのことに関連しているのだろうか。仲裁裁判所もそこに踏み込まなかった。そこにはフィ
リピンの領海に沿って当時の「十一段線」が描かれており，アメリカもまた，少なくともフ
ィリピンが独立する1946年までは，南シナ海における「十一段線」を容認していたことを，
それは示している
66)
。
仲裁裁定が，管轄権認定と本案審議は一体であるとしたことはすでに指摘した。そのうえ
さきに述べたように，裁定は中国の「歴史的権利」を否定し，島嶼が島であることを否定
し，岩礁は島ではない「低潮高地」として海洋法上の権利を根こそぎ否定した。その結果，
海洋紛争における主権問題はないことになり，それを審議することなく，中国の主権の主張
は否定されたのである。すなわち，仲裁裁定は，298条⒜を迂回して南シナ海における
中国の主権を否定したのである。それは海洋上の存在を存在しないとし，紛争もまたないと
することによって，仲裁自体を否定することでもあった。また，中国にしても，人工島の造
成を進めながら，ハーグ調停裁判を拒否したことは，力による解決を目指したことになり，
それが海洋法を後ろ盾とする先進国と石油メジャーの権益構造に対する挑戦であるとして
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64) 人民網日本語版2016年月14日。
65) Op. cit., Section 58, 59 in “Position Paper”.
66) “Limits in the Seas No. 143 China: Maritime Claims in the South China Sea”, “Limits in the Seas
No. 142 Philippines: Maritime Claims in the South China Sea”, www. state. gov/e/oes/ocns/
opa/c16065.htm（2016年月採録）。
も，国際社会に理解をえることはできないだろう。
海洋法はグローバル経済を背景にして，先進国の権益確保の意図に対して発展途上国の妥
協によって生まれている。アメリカは海洋法に加盟しておらず，それは海洋法をこえた独自
の海洋権益を強力な海軍力をもって維持するためと考えられる
67)
。中国が主張する「九段
線」はそれに重なってくる。海洋法条約にも中国にも，資源は人類の共有財産という視点が
欠けている。
南シナ海の問題は「党・国家体制」にとって，それが国際問題であることから国家の観点
から党を支持する世論を高め，体制を強化したのであり，「体制」はそれを読んでいたとも
思える。しかし，にもかかわらず，それは人民にとって党の問題ではなく，国家の問題であ
り，他方で国家意識を高めるものとなったであろう。
お わ り に
2008年月の四川大地震によって，中国は大きな被害を受け，その下半期に GDPが急落
した。そこにリーマンショックに発する世界金融不況が追い打ちをかけることになった。指
摘したように，胡錦濤政権は兆元（約60兆円）という大規模な財政出動を行なって，中国
は世界におよんだ負の影響をいちはやく脱したといわれた。しかし財政赤字は景気の下降時
であったとはいえ，GDP 比2.3％以上に跳ね上がり，それは前年の0.4％以下の赤字であっ
たことから急増であった。そのうえ国債発行残高が2008年兆5000億元を超える状況があっ
たのである
68)
。
これが引き金となり，中国の経済は不況に陥り，現状は「調整期」のただなかにある。調
整政策は産業構造の改革と生産調整によって経済発展を減速し，成長基調に復帰するという
ものになるが，社会的格差の深刻化，中央と地方の財政的関係，農村問題，都市農村社区の
問題，そして社会保障の現状等はこの調整期に表面化してきた問題であった。
市場経済の発展による受益者は社会主義の中国においても特定層に限られる。したがって
それを人民の利益の実現に読み替えていくことが必要になるが，そのためには，国家，社
会，経済等の発展とともに，人民生活の充実や社会福祉政策の改善等による社会建設が不可
欠である。
しかしながら，社会的格差等の人民生活に現われる諸問題は，党に対して，国家の人民と
の独自の領域を拡大している。それは「中華民族の偉大な夢」が人民の民族意識と国民意識
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67) ラウル・ペドロゾ（2011）「至近距離での遭遇─インペッカブル事件」（『海幹校戦略研究』第
巻第号増刊号，海上自衛隊幹部学校）。
68) 前掲 張忠任「金融危機下における中国の財政状況と財政政策の新展開」。
を高め，党に対する信頼を強めるだろうが，他方で改革開放政策が積み上げた問題は党の足
元を動揺させる事態を引き起こしてきた。述べてきたように，国家主席の任期規定の撤廃と
国家監察委員会の新設は，この事態にかかわってとられて党の対応でもあるだろう。その背
後には，「党・国家体制」の二元化への危機感があるのであって，それは習近平体制の，先
行きが期待できない「国家化」，あるいは「毛沢東体制化」によってしか対応できないとす
るほど強まっていることによるともいえるだろう。
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